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「第 1 章  序論」では、本研究の背景と目的を述べた。次に、既存研究のレビューに
より、本研究の位置づけを定め、本研究の新規性と有用性を明らかにした。  







化すると、ネットワーク内の使用車両数に影響を与えることが明らかとなった。   
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第 1 章  序論  
1.1 本研究の背景と目的  























































製造業 卸売業 小売業 消費者業種間チャネル





1.3 本研究の対象範囲  






































1.4.1 輸送モード選択に関する既存研究  














コンテナにシフトした場合はコスト 10％減尐で CO20.3％削減、コスト 20％減尐で
CO20.7％削減となり、フェリーへのシフトの場合は、コスト 10％減尐で CO20.9％削減、
































1.4.2 物流拠点立地に関する既存研究  
(1) 物流拠点立地に関する既存研究の内容  








































1.4.3 配送ルート設計や配送行動など配送全般に関する既存研究  
(1) 配送ルート設計や配送行動など配送全般に関する既存研究の内容  




















































1.4.4 企業の物流戦略に関する既存研究  















































































1.6 本研究の構成  
 本研究は、本章を含む全 6 章から構成されている。各章の内容は次のとおりである。  
「第 1 章  序論」では、本研究の背景と目的を述べる。次に、既存研究のレビューに
より、本研究の位置づけを定め、本研究の新規性と有用性を明らかにする。最後に本
研究の構成を示す。 












「第 5 章」では、 第 3 章にて構築した物流モデルを、家電製品に適応し、その有効
性を検証する。また、家電製品を物流モデルに適用する過程を検証し、必要なデータ
項目やデータの収集方法、物流モデルの使用手順を具体的に明らかにする。  
 「第 6 章」では、本研究で行った分析結果および考察を総括し、今後の課題を述べ
る。 
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第２章  近年における企業の物流ネットワークの変化  
2.1 はじめに 



















2.2 企業の物流ネットワークに影響を与える社会環境の変化  
2.2.1 物流を発生させる主な 4 業種の年間出荷物量の経年推移  



























2.2.2 小売業の事業所数の経年推移  









図 2-2-2 小売業の事業所数の経年推移 2） 
 
 


























2.2.3 製造業の事業所数の経年推移  







図 2-2-4 製造業（従業員 4 人以上）の事業所数の経年推移 4） 
 
 






























物流関連の専門雑誌である「月間  ロジスティクス・ビジネス」の創刊号である 2001
年 4 月号から 2007 年 7 月号までを文献検索し、物流拠点の新設と集約に関わる事
例を収集した（表 2-3-1）。この結果、収集された企業数は 28 社となり、その企業の業
種は、製造業が過半数を占め 15 社、小売業が 8 社、その他 5 社であった。その実施



















製造業-1 カルピス（食品製造業）の物流拠点集約 6） 
１）拠点集約の目的：①在庫削減、②物流費削減  
2）拠点の主な取扱品目：清涼飲料水  








c.物流費削減の内容：内容の記述はないが、売上高物流費が 1991 年 9.2％から
2001 年 7.0％に低下  
6)物流ネットワークの変遷  
 





































・11 ヶ所の工場近傍の１次在庫拠点、25 ヶ所の 2 次在庫拠点を配置  





・2003 年の酒販免許の自由化により、納品先の増大が想定された  
5）拠点集約時の特記事項  
a.物流体制見直しの制約条件：記載なし  










































製造業-3 富士コカ・コーラボトリング（食品の卸製造業）の物流拠点集約 8）  





















































































物流費の削減額は 20 億円（1990 年代初頭の 110 億円） 
6）物流ネットワークの変遷  
 

































製造業-5 東芝（総合電機製造業）の家電事業の物流拠点集約 10）  
1）拠点集約の目的：①在庫削減、②物流費削減  
2）拠点の扱い品目：家電製品   
3）拠点集約前の物流体制  





a.物流体制見直しの制約条件：受注後 24 時間以内配送  
b.在庫削減の内容：拠点集約により、在庫量が 1995 年当時の 2 ケ月分から 2004
年の時点で 20 日分に削減  









































製造業-6 トミー（玩具製造業）の物流拠点集約 11）  
1）拠点集約の目的：①物流費削減  
2）拠点の扱い品目：玩具製品   
3）拠点集約前の物流体制  












2005 年：2 次在庫拠点を 7 ケ所から 1 ケ所に集約  
7）記事になった時点（2005 年）での物流ネットワークの概要  

































・店舗数：83 店舗   ・連結売上高 844 億円（2001 年度） 
1）拠点新設の目的  
①店舗での荷受け検品の廃止、②店舗への定時一括配送、  
③店頭での欠品率低減、④物流 EDI の導入  
2）拠点の扱い品目  








・検品レスと情報の重複入力 ,各種伝票を削減するため、EDI を導入  
・欠品率が稼働前の 10％超から、稼働後は 0.5％以下に低下  
6）物流ネットワークの変遷  
 1997 年：チルド製品の物流センターを、埼玉県所沢市に新設  
1999 年：グロッサリー製品の物流センターを、埼玉県三芳町に新設  
2001 年：他社と合併し、その合併先の営業エリアに、チルドとグロッサリーの併設
型物流センターを、茨城県岩瀬町に新設  


























・店舗数：61 店舗   ・連結売上高 100 億円（2002 年度） 
1）拠点新設の目的： 
  ①物流費削減、②店舗での納品車両数の削減、③店舗での荷受業務の簡素化、
④常温製品の物流の 1 本化  
2）拠点の扱い品目：グロッサリー、冷凍食品、総菜、  
3）拠点集約前の物流体制  
 グロッサリーを、７ヶ所の専用センター（食品 5 ヶ所 ,日雑品 2 ヶ所）から各店舗に
納品  
5）拠点新設時の特記事項  







1992 年：パンと卵を除く日配品を対象に綾瀬チルドセンターを新設  
1993 年：加工食品を対象に厚木グロッサリーセンターを新設  
1994 年：冷凍食品を対象に立川低温物流センターを新設  
1995 年：弁当などの総菜品を対象に座間総菜センターを新設  
2002 年：グロッサリーを対象に、愛川物流センターに既存センターを集約  
7)記事になった時点（2002 年）での物流ネットワークの概要  













・ベンダーが直接店舗納品しており、1 日あたり平均 30～40 台の納品車両  






①店舗への納品車両台数：30～40 台/日が、 原則 1 台/日  
②店舗での荷受および検品時間：  
180 分が、20 分に短縮され店舗での入荷担当者を大幅に削減  
6）物流ネットワークの変遷  
2000 年：東北地区に物流センターを新設  
2001 年：北海道地区に物流センターを新設  























 既存の物流センターと周辺の 6 ヶ所の借庫より配送  
4)納品先の納品状況の変化  
 量販店が台頭し、納品誤差率を 10 万分の 3 にするよう要求された 
5）拠点集約時の特記事項  




2001 年：既存の物流センターと 6 ヶ所の借庫を集約し、物流センターを新設  
2002 年：新設した物流センターに、その他既存 2 物流センターを集約  
7）記事になった時点（2002 年）での物流ネットワークの概要  
 
 








1999 年：既存の物流センターを集約し、新物流センターを大阪と愛知に新設  
2001 年：既存の物流センターを集約し、新物流センターを九州に新設  
6）拠点集約時の特記事項  
・誤差率 10 万分の 1 といった納品精度向上により納品先での検品レスを達成  
・低コストでの運用を目指し、センター内のマテハン機器は一部を独自開発し、情
報システムも自社開発  







2.3.4 事例レビューの要約  










ーシングが過半数を超えており、3PL の進展を裏付ける結果となった。  
 
表 2-3-2 業種別にみた拠点新設と集約の件数  
 




図 2-3-1 物流拠点の運営者  
集約 新設 合計
ｲﾝﾌﾗ 1 0 1
卸 2 0 2
小売 1 8 9
製造 16 0 16
合計 20 8 28



































































































































































2.5.2 物流ネットワークの変化が使用車両数の効率化に与えた影響  
物流車両の効率化への影響については、拠点階層間ごとに考察する。まず、メーカ




































































































































2）,3)経済産業省，平成 16 年商業統計  
4）経済産業省，平成 18 年工業統計  
5）経済産業省，第 36 回海外事業活動基本調査結果概要，平成 17(2005)年度実
績  
6）月間ロジスティクス・ビジネス，ｐ29-30，2002 年 9 月号，ライノス・パブリケーションズ 
7）文献 8），ｐ52-56 
8）月間ロジスティクス・ビジネス，ｐ44-47，2002 年 7 月号，ライノス・パブリケーションズ 
9）月間ロジスティクス・ビジネス，ｐ50-53，2003 年 6 月号，ライノス・パブリケーションズ 
10）月間ロジスティクス・ビジネス，ｐ45-49、2004 年 4 月号，ライノス・パブリケーションズ 
11）月間ロジスティクス・ビジネス，ｐ38-41，2005 年 7 月号，ライノス・パブリケーションズ 
12）月間ロジスティクス・ビジネス，ｐ48-51，2002 年 4 月号，ライノス・パブリケーションズ 
13）月間ロジスティクス・ビジネス，ｐ16-19，2002 年 11 月号，ライノス・パブリケーション
ズ 
14）月間ロジスティクス・ビジネス，ｐ68-72，2002 年 12 月号，ライノス・パブリケーション
ズ 
15）月間ロジスティクス・ビジネス，ｐ53-57，2002 年 5 月号，ライノス・パブリケーションズ 




第３章  工業製品の物流ネットワーク設計に必要な 
物流モデルの検討  
3.1 はじめに 































































































3.3 物流ネットワークに対応したコスト項目の検討  
コスト最小化により物流モデルを構築するためには、物流コストの詳細な把握が不
可欠である。このため、物流ネットワークを図 3-3-1 のように、生産国内と国際 ,消費国








3.3.1 生産国内における生産国物流コストの詳細項目の検討  




図 3-3-1 海外生産拠点から小売店までの物流 ネットワークとそのコスト項目  
およびコスト構造  
8.7% 39.1% 52.2%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
Ⅰ．海外物流コスト Ⅱ．国際物流コスト Ⅲ．国内物流コスト
8.7% 37.3% 1.8% 16.2% 11.7% 24.3%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%





①1次在庫拠点ｺｽﾄ ②輸送ｺｽﾄ ③国際輸送ｺｽﾄ ④輸送ｺｽﾄ ⑤２次在庫拠点ｺｽﾄ ⑥配送ｺｽﾄ




























3.3.3 消費国内におけるコスト項目の検討  
 消費国内の物流工程は、次の 3工程に分けることができる。「④国際輸送の着地とな
る港湾や空港 ,貨物駅から 2 次在庫拠点までの輸送工程」と「⑤消費国内に立地する
2 次在庫拠点内の保管荷役工程」，「⑥2 次在庫拠点から配送先までの配送工程」で
ある。 
「④国際輸送の着地となる港湾や空港 ,貨物駅から 2 次在庫拠点までの輸送工程」
































3.4 各エリア別にみた必要な物流モデルの検討  

























































③国際輸送 ⑥配送①1次在庫拠点 配送先④輸送②輸送 ⑤２次在庫拠点
46 
 






3.5.1 モデルに用いる費用項目の検討  
 本研究では、モデルに用いる費用として，「輸送費用」「価値低減費用」「在庫費用」


































（1） 物品およびサービスの販売価格推移  










































（2） 家電製品の価格下落率の実態  
(1)より、家電製品は価格下落が大きいことがわかった。そこで、この価格下落推移
の詳細を把握するため、各製品における 2008 年 9 月 22 日から同年 11 月 10 日まで
の 50 日間における販売価格の推移を調査 1 )した（図 3-5-1）。なお、各製品は販売価
格が異なるため、9 月 22 日の調査価格を 100 とした指数を用いて図示した。製品別に



















































3.5.3 費用算定式の定義  
本モデルでは、「3.5.1 モデルに組み入れる費用項目の検討」の費用の考え方に基
づき、1 m3 あたりの 1 回の国際輸送にかかる費用算定式を、次のように定義した。 
 総費用＝輸送費用+価値低減費用＋在庫費用  
この定義により、輸送手段 𝑖の総費用は、式 3-5-1 となる。 
 








次に、価値低減費用（FC i）は，以下で与えられる。  
 
価値低減費用 ＝  
販売価格 ×（輸送日数+平均在庫日数）×（価格下落率＋金利）  
 
























ii   式 3-5-2 
販売価格：PR［万円／m3］，輸送日数：TR i［日］，  


























   式 3-5-3 
出庫の標準偏差：σ，安全係数： k ，  
在庫保管単位費用：SC［万円／（m3・月）］  
 




3.5.4 構築した輸送モード選択モデルの概要  
 輸送モード i と j の選択条件式は、以下の通りで、本分析では確率的な選択条件は
考慮しないこととする。 
 
ji TCTC  ： モード i を選択  式 3-5-5 










































3.6.2 物流拠点立地場所選定モデルの概要  















3.7 コスト最小化による配送ルート設計モデルの構築  
企業物流の配送先は、主に事業所（店舗、事務所など）であり、その配送軒数も非



















3.7.1 新たな配送ルート設計モデルの提案  
 新たな配送ルートを設計する手順フローを作成した（図 3-7-１）。 
 







3.7.2 配送ルート設計モデルの手順  





















図 3-7-4 配送順序の決定  
 
Ⅱ. ルート i の実用性検証  




























 具体的に明らかとなった事項は、以下のとおりである。  
１）国際物流が介在する物流ネットワーク内のコスト項目を詳細に明らかにした。  
2）国際物流が介在する物流ネットワーク内において、その物流ネットワーク設計に必
要な物流モデルは以下の 3 つであった。 
 ①国際輸送における輸送モード選択モデル 




















1）総務省  消費者物価指数（http://www.stat.go.jp/data/cpi/index.htm） 





第４章  ケーススタディーとする家電製品の物流実態  
4.1 はじめに 












































































































































































図4-2-3 詳細品目別出荷件数 1） 
 










































































































































4.3  A 社家電事業の概要  
本節では、以後にケーススタディーとして使用する A 家電製造業の概要を述べる。 
4.3.1 事業内容および規模 ,物流構造  
A 社は、国内主要総合電機メーカーの１社であり、全体の売り上げは、約 7 兆円、
従業員数は約 19 万人である。また、A 社は、一部門として家電を製造しており、本研
究ではこの A 社家電事業の物流データをケーススタディーとして使用する。 




内に 24 時間以内に配送できる地理的な限界を考慮し、4 ヶ所のみとなっている。 
次に、物流構造の概要であるが、在庫は工場近傍の 2 次在庫拠点群の在庫調整
を担う 1 次在庫拠点と消費地近傍の 2 次在庫拠点の 2 階層として構成されている。な
お、海外の 1 次在庫から国内 2 次在庫拠点への国際輸送は、主に海上コンテナが利
用されている。 
 
表4-3-1 生産拠点および在庫拠点の概要  
国内生産拠点 主要生産拠点4ヶ所（愛知、富士、深谷、鹿沼）、他10ヶ所程度
海外生産拠点 タイ、中国、インドネシアに合計8ヶ所
国内在庫拠点 北海道恵庭市、千葉県柏市、大阪府大阪市の3ヶ所  
 



























図 4-3-2 A社家電事業の物流拠点集約の経緯  
 
  
96年度 97年度 98年度 99年度 00年度 01年度 02年度 03年度 04年度 05年度 06年度 07年度 08年度
20拠点 19拠点 16拠点 11拠点 10拠点 10拠点 8拠点 6拠点 5拠点 5拠点 4拠点 4拠点 4拠点
北海道 ( 恵庭) 北海道 ( 恵庭) 北海道 ( 恵庭) 北海道 ( 恵庭) 北海道 ( 恵庭) 北海道 ( 恵庭) 北海道 ( 恵庭) 北海道 ( 恵庭) 北海道 ( 恵庭) 北海道 ( 恵庭)
東 北 （ 仙 台 ） 東 北 （ 仙 台 ） 東 北 （ 仙 台 ） 東 北 （ 仙 台 ） 　　　03/8集約
信 越 （ 新 潟 ） 　　99/10集約
関 東 （ 柏 ） 関 東 （ 柏 ） 関 東 （ 柏 ） 関 東 （ 柏 ） 関 東 （ 柏 ） 関 東 （ 柏 ） 関 東 （ 柏 ） 関 東 （ 柏 ） 関 東 （ 柏 ） 関 東 （ 柏 ）
西 東 京 （ 昭 島 ） 　　98/4集約 　　　00/9集約 　　　04/8集約
西 関 東 （ 川 越 ）
東 扇 島 東 扇 島 東 扇 島 東 扇 島 東 扇 島
桜 新 町 （ 世田 谷） 　　97/11集約
富 士 見 台 （中 野） 　　98/4集約
神 奈 川 （ 瀬 谷 ） 99/8集約
大 井 （ 東 京 ） 00/2集約
静 岡 00/2集約
東 海 （ 新 小 牧 ） 東 海 （ 新 小 牧 ） 東 海 （ 新 小 牧 ） 東 海 （ 新 小 牧 ） 東 海 （ 新 小 牧 ） 東 海 （ 新 小 牧 ） 東 海 （ 新 小 牧 ） 　　　06/8集約
北 陸 （ 松 任 ） 北 陸 （ 松 任 ） 北 陸 （ 松 任 ） 02/10集約
四 国 （ 志 度 ） 99/10集約
茨 木 茨 木 茨 木 茨 木 茨 木 茨 木 茨 木 新 住 之 江 新 住 之 江 新 住 之 江
西 神 （ 神 戸 ） 　98/4集約
東 大 阪 東 大 阪 東 大 阪 03/2集約
中 国 （ 西 条 ） 中 国 （ 西 条 ） 中 国 （ 西 条 ） 中 国 （ 西 条 ） 　03/5集約





4.3.3 A 家電事業の海外進出経緯  
(1) 年代別進出状況  


























































(2) 海外生産高から見た生産拠点のグローバル化  
 海外への生産拠点の移転を海外生産金額の視点から見てみると、以下の図 4-3-3
のようになる。1994 年を基準にして 100％とすると、2004 年で海外生産高は 260％とな
る。先に 90 年代以降アジア中国への生産拠点の移転が増えたと述べたが、これは生
































データの開始月である 2001 年 4 月を 100％として、毎月の増減率をもとめ、これをグラ
フ化したものが図 4-4-1 である。 
 




図 4-4-1 指数化した 3 つの数値の月別推移  
年月 出荷物量(m3) 出荷額（百万円） 電気機械工業指数
200104 174,415.1 924,509 97.3
200105 145,875.3 1,065,233 93.8
200106 171,928.4 1,448,142 92.0
200107 191,596.9 1,648,810 97.0
200108 130,732.5 811,724 88.0
200109 115,747.7 850,318 89.0
200110 144,811.6 697,638 86.2
200111 132,427.7 781,477 86.4
200112 156,622.2 808,453 86.3
200201 108,850.1 623,210 84.3
200202 125,993.9 830,802 86.8
200303 150,812.6 1,281,460 86.8
200204 145,099.6 798,983 87.1
200205 156,249.0 937,354 89.6
200206 185,156.1 1,265,089 90.3
200207 189,641.3 1,228,953 89.7
200208 152,208.7 761,644 92.1















 A 社の家電製品の分析結果の応用範囲を検証するため、表 4-4-1 の数値を使用し
電気製品における A 社の代表制の有無を調べる。A 社の家電製品出荷物量と公表さ
れている 2 つの統計データとの相関を調べるために、回帰分析を実施する。  
①A 社の家電製品出荷物量と家電製品出荷額 2）との相関  
 日本電機工業会が公表している家電製品の出荷額と A 社の家電出荷物量との相




 xy  （R2=0.76）  式 4-4-1 
ｙ：家電製品出荷額（百万円）  x:総出荷物量（m3） 
その結果、有意水準 5％、相関係数が 0.75 であり、両者の間に相関がみられた。 
②A 社の家電製品出荷物量と電気機械工業指数 3）との相関  
 電気機械工業指数と A 社の家電出荷物量との相関を算出し、電気機械製品にお
ける A 社の代表性を調べた。 
04.7520.000096
)34.3(
 xy  （R2=0.64）  式 4-4-2 
ｙ：電気機械工業指数（指数のため単位なし）  x:総出荷物量（m3） 





4.5  A 社における国際物流の実態とその特徴  






































































































4.6  日本国内における物流実態  
4.6.１  日本国内全域でみた出荷実績とその特徴  
2001 年度の日本国内における月別の合計出荷物量は、図 4-6-1 のとおりである。 
このグラフをみると、もっとも多い 2001 年 7 月の出荷物量（191,596.8m3）と、もっとも





に、「2 月と 8 月は商売が低調である」と言われるが、これを裏付ける結果となった。  
 
 


































































4.6.2  A 社家電製品の地域別出荷物量と人口分布との関連  
  2001 年、A 社家電製造事業は全国に 10 の物流拠点を設置していた。この 10 の
物流拠点が管轄するエリアは表 4-6-1 のようになる。各物流拠点からの出荷物量が、








表 4-6-1 都道府県別の人口とその都道府県を管轄する支店（単位：千人）  
 
 
表 4-6-2 各物流拠点（支店）の出荷物量とその管轄するエリアの人口（単位：千人）  
 
都道府県
コード 都道府県名 管轄支店名 人口
都道府県
コード 都道府県名 管轄支店名 人口
01 北 海 道 北海道支店 5,679 25 滋 賀 県 関西支店 1,353
02 青 森 県 東北支店 1,474 26 京 都 府 関西支店 2,646
03 岩 手 県 東北支店 1,413 27 大 阪 府 関西支店 8,818
04 宮 城 県 東北支店 2,371 28 兵 庫 県 関西支店 5,571
05 秋 田 県 東北支店 1,184 29 奈 良 県 関西支店 1,442
06 山 形 県 東北支店 1,241 30 和 歌 山 県 関西支店 1,066
07 福 島 県 東北支店 2,125 31 鳥 取 県 中国支店 613
08 茨 城 県 関東支店 2,992 32 島 根 県 中国支店 761
09 栃 木 県 関東支店 2,010 33 岡 山 県 中国支店 1,953
10 群 馬 県 関東支店 2,031 34 広 島 県 中国支店 2,879
11 埼 玉 県 関東支店 6,978 35 山 口 県 中国支店 1,524
12 千 葉 県 関東支店 5,968 36 徳 島 県 四国支店 822
13 東 京 都 （ 都 下 ） 関東支店 0 37 香 川 県 四国支店 1,022
13 東京都（23区内） 東神支店 12,138 38 愛 媛 県 四国支店 1,491
14 神 奈 川 県 東神支店 8,570 39 高 知 県 四国支店 813
15 新 潟 県 関東支店 2,473 40 福 岡 県 九州支店 5,032
16 富 山 県 北陸支店 1,121 41 佐 賀 県 九州支店 876
17 石 川 県 北陸支店 1,182 42 長 崎 県 九州支店 1,513
18 福 井 県 北陸支店 830 43 熊 本 県 九州支店 1,860
19 山 梨 県 関東支店 890 44 大 分 県 九州支店 1,221
20 長 野 県 中部支店 2,223 45 宮 崎 県 九州支店 1,169
21 岐 阜 県 中部支店 2,111 46 鹿 児 島 県 九州支店 1,783
22 静 岡 県 中部支店 3,781 47 沖 縄 県 東神支店 1,329
23 愛 知 県 中部支店 7,087 合計 127,291
24 三 重 県 中部支店 1,861
人口 シェア 2001年合計物量 シェア 20010417出荷物量 シェア
北海道支店 5,679 4% 74,161 4% 277 4%
東北支店 9,808 8% 116,553 7% 344 5%
関東支店 23,342 18% 388,855 22% 1,449 22%
東神支店 22,037 17% 296,366 17% 1,233 19%
北陸支店 3,133 2% データなし データなし
中部支店 17,063 13% 204,301 12% 703 11%
関西支店 24,344 19% 386,246 22% 1,554 24%
中国支店 7,730 6% 99,122 6% 337 5%
九州支店 13,454 11% 190,807 11% 586 9%
合計 127,291 100% 1,756,412 100% 6,483 100%
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4.6.3  出荷物量の推移よりエリア間の差異  
(1) 月間出荷物量の推移によるエリア間の差異  
 家電製品のエリア別月間出荷物量の推移により、エリア間の差異の有無を検証する。
各エリア別の月間出荷物量の推移は、表 4-6-3のとおりである。また、この出荷物量の








図 4-6-2 エリア別の月間出荷物量の推移  
  
出荷月 北海道 東北 関東 東神 中部 関西 中国 九州 合計
2001年4月 7,554.3   10,684.3 41,363.8 30,032.0 19,459.2 38,462.9 9,136.2   17,722.6 174,415.1 
2001年5月 5,556.7   8,937.7   33,540.0 24,701.9 16,620.6 31,944.4 8,231.2   16,342.7 145,875.3 
2001年6月 6,840.5   10,742.0 35,665.3 28,806.4 21,031.7 37,770.5 9,948.9   21,123.2 171,928.4 
2001年7月 7,107.0   13,863.5 38,989.8 33,882.5 21,929.6 41,569.9 12,090.0 22,164.8 191,596.9 
2001年8月 5,639.0   8,452.8   26,678.6 20,644.4 15,914.2 28,928.0 7,845.9   16,629.7 130,732.5 
2001年9月 5,463.0   7,242.0   24,494.6 21,271.0 14,215.7 26,307.8 6,624.6   10,128.8 115,747.7 
2001年10月 6,491.9   10,213.5 31,919.7 23,569.0 17,485.6 31,348.8 8,070.7   15,712.5 144,811.6 
2001年11月 5,977.3   8,819.5   30,219.5 21,231.2 16,345.5 28,804.7 7,284.6   13,745.4 132,427.7 
2001年12月 6,891.3   12,268.8 35,443.3 26,972.0 18,239.9 33,989.0 8,295.9   14,522.0 156,622.2 
2002年1月 4,817.2   7,049.4   24,635.8 18,425.6 11,830.2 23,375.0 5,682.9   13,034.1 108,850.1 
2002年2月 5,299.0   7,402.1   30,894.4 20,097.9 14,030.2 27,323.6 7,242.4   13,704.3 125,993.9 














































































図 4-6-3 エリア別の月間出荷物量のシェア推移  
 
表 4-6-4 相関分析結果：各物流拠点（支店）の月間出荷物量の推移  
 





















北海道 東北 関東 東神 中部 関西 中国 九州
北海道 1.00
東北 0.87 1.00
関東 0.89 0.82 1.00
東神 0.89 0.91 0.90 1.00
中部 0.89 0.88 0.84 0.92 1.00
関西 0.91 0.89 0.92 0.98 0.97 1.00
中国 0.78 0.87 0.80 0.93 0.94 0.95 1.00
九州 0.65 0.72 0.72 0.79 0.86 0.86 0.91 1.00
無相関の検定  * :5%  **:1%
北海道 東北 関東 東神 中部 関西 中国 九州
北海道 -
東北 ** -
関東 ** ** -
東神 ** ** ** -
中部 ** ** ** ** -
関西 ** ** ** ** ** -
中国 ** ** ** ** ** ** -
九州 * ** ** ** ** ** ** -
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(2) 日々の出荷物量の推移による地域間の差異  
 各地域の日別出荷物量の推移を比較し地域間の差異の有無を検証する。分析の
対象月を選択するため、2001 年 4 月から 2002 年 3 月までの月間出荷物量の合計と
その平均月間出荷物量を算出した（表 4-6-5）。この結果、分析の対象月として、この








図 4-6-4 2001 年 10 月度のエリア別の日別出荷物量の推移  
  
出荷月 平均 2001年4月 2001年5月 2001年6月 2001年7月 2001年8月 2001年9月
合計 145,817.8 174,415.1     145,875.3     171,928.4     191,596.9     130,732.5     115,747.7     
2001年10月 2001年11月 2001年12月 2002年1月 2002年2月 2002年3月

























































































































れず、国内全域において同様の傾向がみられることが把握された。   
 
表 4-6-6 相関分析結果：各物流拠点（支店）の日別出荷物量の推移  
 
  
北海道 東北 関東 東神 中部 関西 中国 九州
北海道 1.00
東北 0.92 1.00
関東 0.55 0.75 1.00
東神 0.74 0.87 0.77 1.00
中部 0.47 0.58 0.36 0.67 1.00
関西 0.48 0.63 0.56 0.66 0.76 1.00
中国 0.58 0.70 0.72 0.67 0.56 0.53 1.00
九州 0.75 0.90 0.78 0.85 0.52 0.62 0.73 1.00
無相関の検定  * :5%  **:1%
北海道 東北 関東 東神 中部 関西 中国 九州
北海道 -
東北 ** -
関東 * ** -
東神 ** ** ** -
中部 * ** ** -
関西 * ** * ** ** -
中国 ** ** ** ** * * -
九州 ** ** ** ** * ** ** -
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4.6.4 出荷物量における時間的な推移の規則性  
 日々の出荷物量の時間的な推移の規則性の有無を検証するため、月 ,週 ,曜日ごと
に全国の日平均物量を算出し、この出荷物量の多い順に順位付けした（表 4-6-7）。 
 














1  xxxy  （R
2=0.68）   式 4-6-1  
ｙ：出荷物量   x1:順位変数（月） x2:順位変数（週） x3:順位変数（曜日） 
 
 
図 4-6-5 日別出荷物量の実績値と重回帰式より算出した理論値  
  
順位-月 月 計 順位-週 第何週 計 順位-曜日 曜日 計
1 1月 5,756  1 3週目 6,739  1 土 5,578  
2 9月 5,924  2 1週目 6,774  2 金 6,573  
3 10月 6,239  3 2週目 6,972  3 火 6,708  
4 8月 6,534  4 4週目 7,390  4 水 6,912  
5 2月 6,547  5 5週目 7,723  5 木 7,160  
6 11月 6,835  6 月 8,273  
7 5月 6,994  
8 3月 7,583  
9 4月 7,633  
10 12月 7,749  
11 6月 7,792  






























































































































分析の対象期間は 2006 年 4 月 1 日～6 月 30 日とし、対象エリアは、最も需要の多い
首都圏とする。対象期間中の 1 都 6 県への総配送量は 166,604 m3 であった。また以






























4.7.1 月変動における配送量の推移  
 2006 年 4 月から 6 月までの首都圏における月間の合計出荷物量を、図 4-7-2 に
示した。また、1都 6県の県別の月間の合計物量は、図 4-7-3のようになった。4月と 5
月の月間の合計出荷物量は、ほぼ変わらず約 5 万 3 千 m3 であった。6 月は約 2 割増










図 4-7-2  2006 年 4 月～6 月度の月間の合計出荷物量の推移  
 
 

























4.7.2 週変動における配送量の推移  
週毎の配送物量の推移は、図 4-7-4 のとおりである。ここでは第 1 週をその月にお
ける最初の日曜日からの 7 日間とする。従って、月の最終週には、次の数日のデータ


























































4.7.3 曜日変動における配送量の推移  






























4.7.4 日別配送量の推移  
１都 6 県への日別配送量は、図 4-7-6 から図 4-7-8 のとおりである 







図 4-7-6 4 月度の日別配送物量の推移  
 
図 4-7-7 5 月度の日別配送量の推移  
 






































































































































































































































































































































































































































































































































4.7.5  特定の 1 日に着目した配送実態  
3 ヶ月間の中で、配送物量がもっとも平均値に近かった 4月 12日（水）と、配送物量
がもっとも多い１日の 6 月 28 日（水）に着目して、詳細に配送実態を分析した。  
(1)配送量が平均的な日（4 月 12 日（水）） 
4 月 12 日の都県別の配送先店舗数と配送量は、表 3-7-1 と図 3-7-9 のとおりであ
る。東京都の配送先店舗数とその配送量は、他県と比較すると非常に大きい。（配送
先店舗数：35％、配送量：28％）しかし、1 店舗当りへの平均配送量を比較して見ると、
東京都は 0.59m3 であり、首都圏の平均値である 0.74 m3 より尐ない。これに対して、










図 4-7-9 4 月 12 日における１都 6 県別配送先店舗数とその配送量   
配送先店舗数 配送量（m3) 配送先店舗数の割合 配送量の割合 1店舗当りの配送量（m3）
茨城県 110 36.71 5% 2% 0.33
栃木県 94 200.40 4% 13% 2.13
群馬県 109 39.27 5% 3% 0.36
埼玉県 346 290.78 17% 19% 0.84
千葉県 319 245.37 15% 16% 0.77
東京都 731 427.86 35% 28% 0.59
神奈川県 380 301.20 18% 20% 0.79
































m3 未満 , 同じく店舗向け配送物量が含まれる 0.5 m3 以上 1.0 m3 未満、2 トントラッ
クの最大積載量までとした 1.0 m3 以上 8.0 m3 未満、４トントラックの最大積載量までと
した 8.0 m3 以上 20.0 m3 未満、10 トントラックの最大積載量までとした 20.0 m3 以上




埼玉 ,千葉 ,神奈川、③群馬 ,茨城 ,栃木の 3 グループに分かれることが明らかとなった。
図 4-7-11 は、各都県の配送物量を、物量の尐ない配送物量帯から積算しグラフ化し
たものである。図 4-7-10 と比較すると明らかに、その傾向が異なることがわかる。配送
軒数は最も配送物量が尐ない 0.5 m3 未満の配送物量帯が最も配送軒数が多い。し








表 4-7-2 都県別の各配送物量帯別の配送軒数  
 
 






茨城県 栃木県 群馬県 埼玉県 千葉県 東京都 神奈川県 合計
～0.5 92 78 97 275 263 624 329 1,758
～1.0 5 5 7 35 26 59 29 166
～8.0 13 9 4 30 26 43 18 143
～20.0 0 0 1 3 1 3 0 8
～40.0 0 1 0 1 2 0 1 5
40.0～ 0 1 0 2 1 2 3 9
合計 110 94 109 346 319 731 380 2,089
茨城県 栃木県 群馬県 埼玉県 千葉県 東京都 神奈川県 合計
～0.5 7.58 8.63 7.06 27.43 27.61 59.28 33.23 170.81
～1.0 3.74 3.21 4.79 24.51 18.25 41.54 21.51 117.54
～8.0 28.77 17.32 12.22 69.76 60.86 84.61 35.53 309.07
～20.0 0.00 0.00 15.20 31.86 14.05 33.86 0.00 94.97
～40.0 0.00 36.45 0.00 29.51 58.17 0.00 20.72 144.86
40.0～ 0.00 134.79 0.00 107.71 64.07 208.57 190.21 705.35















図 4-7-10 配送物量帯別の積算配送軒数    図 4-7-11 配送物量帯別の積算配送物量 
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～0.5 ～1.0 ～8.0 ～20.0 ～40.0 40.0～
茨城県 栃木県 群馬県 埼玉県
千葉県 東京都 神奈川県
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実数 割合 実数 割合 実数 割合
東京 731 35.0% 1,278 30.5% 2,103 6.5%
神奈川 380 18.2% 889 21.2% 2,416 7.5%
埼玉 346 16.6% 710 17.0% 3,767 11.7%
千葉 319 15.3% 610 14.6% 5,082 15.8%
茨城 110 5.3% 297 7.1% 6,096 18.9%
群馬 109 5.2% 201 4.8% 6,363 19.7%
栃木 94 4.5% 201 4.8% 6,408 19.9%




各都県における配送先密度を計算すると表 4-7-5 と図 4-7-14 のようになった。東
京都の密度は１ｋ㎡あたり 0.34 であるのに対し、次に密度の高い神奈川県でも、東京
都の約 2 分の１である 0.14 という数値になった。埼玉県と千葉県は東京都の約 5 分の
1 から 4 分の 1 という密度になっており、県の面積が広く店舗数の尐ない栃木県、群馬
県、茨城県などは東京都の約 20 分の 1 である。この配送先密度より、東京都や神奈
川県は効率的な配送が実施できると想定できる。逆に、密度の低い栃木県、群馬県、
茨城県などは配送が不効率になると思われる。 
 次に 1 配送先あたりの平均物量を考察する。東京都は、都県全体の配送物量と配
送先数が最も多く、店舗密度も高いが、1 店舗あたりの平均物量は栃木県、埼玉県、






表 4-7-5 各都県の店舗密度と 1 店舗あたりの平均物量  
 
 
図 4-7-14 各都県の店舗密度 と 1 店舗あたりの平均物量  
都県面積 配送先密度 配送物量 平均配送物量
（k㎡） (配送先数/k㎡） （㎥） （㎥/配送先数）
東京 731 2,103 0.35 430.1 0.59
神奈川 380 2,416 0.16 300.5 0.79
埼玉 346 3,767 0.09 279.3 0.81
千葉 319 5,082 0.06 237.9 0.75
茨城 110 6,096 0.02 37.7 0.34
群馬 109 6,363 0.02 38.9 0.36




 (2)配送量が最も多い日（6 月 28 日（水）） 
 6 月 28 日の都県別の配送先店舗数と配送量は、表 4-7-6 と図 4-7-15 のとおりで
ある。 









量は、それぞれ 4 月 12 日に比べて２倍～３倍へ増加している。以上により、4 月 12 日
と同様に、都県別の特徴を分析することとした。 
 
表 4-7-6 6 月 28 日の配送先店舗数とその配送量  
 
 



























配送先店舗数 配送量（ｍ３） 配送先店舗数の割合配送量の割合 1店舗当りの配送量（m3)
茨城県 121 41.69 5% 1% 0.34
栃木県 107 1264.78 5% 28% 11.82
群馬県 114 93.51 5% 2% 0.82
埼玉県 359 521.51 16% 12% 1.45
千葉県 317 840.60 14% 19% 2.65
東京都 793 1270.53 36% 29% 1.60
神奈川県 413 415.05 19% 9% 1.00
合計 2224 4447.65 2.00
86 
 
表 4-7-7 は、6 月 28 日の都県別の各配送物量帯別の配送軒数であり、4 月 12 日
と比較するとほぼ同数の配送軒数となっている。しかし、配送物量は全体で約３倍に
増加している。また、配送物量帯でみてみると、8 m3 以上が著しく増加しており、もっと
も増加しているのは 40.0 m3以上で約 5倍であった。以上より、大規模物流センター向
けの配送物量が大きく増加しており、一般店舗向けはほとんど増加していないことが明
らかとなった。 
配送物量帯による配送軒数は 4 月 12 日を比較してほとんど差異がない。このため、
配送物量のみに着目して分析を進めた。配送物量を積算した図 4-7-16 と 4 月 12 日
を比較すると、その線形に差異はないが、茨城県と群馬県を除いて著しく物量が増加




表 4-7-7 都県別の各配送物量帯別の配送軒数  
 
 
表 4-7-8 都県別の各配送物量帯別の配送物量  
 
 
   
図 4-7-16 配送物量帯別の積算配送物量    図 4-7-17 配送物量帯別の配送物量シェア 
茨城県 栃木県 群馬県 埼玉県 千葉県 東京都 神奈川県 合計
～0.5 100 86 103 275 247 672 357 1,840
～1.0 13 12 7 39 34 60 28 193
～8.0 8 6 1 33 25 54 25 152
～20.0 0 1 1 4 6 4 0 16
～40.0 0 0 2 6 1 1 1 11
40.0～ 0 2 0 2 4 2 2 12
合計 121 107 114 359 317 793 413 2,224
茨城県 栃木県 群馬県 埼玉県 千葉県 東京都 神奈川県 合計
～0.5 9.91 8.20 10.18 35.68 28.57 78.61 41.78 212.93
～1.0 9.74 8.29 4.80 28.77 24.08 43.03 20.35 139.07
～8.0 22.10 13.97 1.03 83.86 50.58 117.81 50.89 340.24
～20.0 0.00 8.70 16.26 38.32 78.12 43.39 0.00 184.78
～40.0 0.00 0.00 61.23 170.49 23.07 38.63 22.23 315.65
40.0～ 0.00 1,225.61 0.00 166.93 601.47 945.87 277.11 3,216.99









～0.5 ～1.0 ～8.0 ～20.0 ～40.0 40.0～
茨城県 栃木県 群馬県 埼玉県
千葉県 東京都 神奈川県
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4.8  企業物流における経済合理性の検証例  
本節では、A 社家電事業をケーススタディーとして、企業物流がコスト最小化に合致
しているかを検証する。 







（１） 分析データとモデルに使用する変数の概要  














東神支店 1 0 (1)









東神支店 1 0 (1)













東神支店 1 0 (1)
関東支店 2 1 (0) 0
パラメータ - -
選択肢 選択結果


















(a) 距離  
平成 6年度の道路交通センサスデータを使用、支店と各配送先の最短距離を算出  
(b) 配送容積  
各配送先への配送物量  
(c) 所要時間  
(a)で算出した距離により算出した 
(d) 一般化所要時間  
所要時間  ＋ cost／時間価値  で算出した 
*cost   ･･･有料道路料金  





（2） パラメータの推計結果と評価  
距離、所要時間、一般化所要時間ともにパラメータの符号はマイナスであり、 t 値の
絶対値もともに 25 以上、尤度比も 0.2～0.3 の間にあり好ましい結果が得られた。しか








表 4-8-4 パラメータ推定結果（共通変数：距離） 
 
                     
表 4-8-5 パラメータ推定結果（共通変数：所要時間） 
 
                                               
                       
表 4-8-6 パラメータ推定結果（共通変数：一般化所要時間）  
 


































































する。なお、時間価値は  500、1,000、2,000、4,000、6,000、8,000(円 /hour)と変化さ
せる。 















    式 4-8-1 
0.418＋0.000872－×0.0245－ 配送容積距離東神支店 V  式 4-8-2 
)(n
P東神支店 ：サンプル n が東神支店を選択する確率  












  式 4-8-3 


















（2） 尤度比と的中率の検証  
時間価値の変化による感度分析の結果、尤度比では 0.012、的中率では 1%弱の変
化がみられた。尤度比については時間価値と反比例する結果となり、時間価値
500(円/hour)において最大の 0.2763 となった。的中率においては 4,000(円/hour)に
おいて最大の 79.76%となった（表 3-8-9,図 3-8-2）。 
以上より、A社は有料道路を使用しない配送方法を採用することが好ましいと考えら




















4.8.3 支店選択モデルによる A 社家電事業における物流業務の経済合理性  
モデル上の支店選択と実際の支店選択の比較をおこなったものを図示したのが、


































1）国土交通省  全国貨物純流動調査（物流センサス）第７回（H12/2000 年実施）年
間輸送傾向調査  
2）（財）日本電機工業会ホームページ 家庭用電気機器出荷・在庫データ 
3）経済産業省  鉱工業総供給表  
＊鉱工業総供給表は国産品と輸入品を合わせた鉱工業製品の国内における総
供給量を表している 




第５章  家電製品への物流モデルの適用  
5.1 はじめに 





















③国際輸送 ⑥配送①1次在庫拠点 配送先④輸送②輸送 ⑤２次在庫拠点
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5.2 国際輸送モード選択モデルの家電製品への適用  






5.2.1 国際輸送の実態把握  











お、表 5-2-1 に示すように日本大手 3 社の 1 隻あたりの TEU は 3,082 であり、40ft コ
























日本郵船/東京船舶  106 309,988 
商船三井  90 280,055 
川崎汽船  80 260,560 
１隻あたり   3,082 
 
 
図 5-2-1 我が国の国際海上貨物輸出量内訳 （2005 年）2 ) 
 
 


































IT 不況と世界同時多発テロの影響を受けて 2001 年は対前年比マイナスとなったが、








図 5-2-3 輸送量伸び率 （重量ベース）2 ) 
 

































とが明らかとなった（図 5-2-5～図 5-2-8）。 
 
 
図 5-2-5 我が国の国際航空輸送における貨物輸出量内訳（2005 年度）2 ) 
 
 


























図 5-2-7 我が国の国際航空貨物輸入量内訳（2005 年度）2 ) 
 
 







































図 5-2-9 2005 年度の我が国の国際貨物分担率（重量ベース） 2 )   
 
 














5.2.3 輸送モード選択モデルの概要  
 3 章で構築した輸送モード選択モデルは、2 つの輸送モードを、物流総費用により比
較し、より安価なモードを選択するモデルであり、①費用算定式，②選択条件式  の 2
式により構成される。そのモデル式は、以下のとおりである（3 章の再掲）。 
輸送手段 𝑖の総費用は、式 3-5-1 となる。 
総費用＝輸送費用+価値低減費用＋在庫費用  








次に、価値低減費用（FC i）は，以下で与えられる。  
 
価値低減費用 ＝  
販売価格 ×（輸送日数+平均在庫日数）×（価格下落率＋金利）  
 
























ii   式 3-5-2 
販売価格：PR［万円／m3］，輸送日数：TR i［日］，輸送頻度：FR i［便／週］，  

























   式 3-5-3 




ji TCTC  ：モード i を選択  式 3-5-4 
ji TCTC  ：モード j を選択  式 3-5-5 
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5.2.4 輸送モード選択モデルによる分担関係の考察  
（1） バンコク→東京間の家電製品輸送におけるモード分担関係  
 輸送モード選択モデルを使用し、バンコク→東京間の冷蔵庫輸送に適切な輸送モ
ードをもとめた。モデル式に代入する各パラメータは表 5-2-2 のとおりとし、モデル式
3-5-1 にこの各パラメータを代入し、販売価格を 10 万円として海上コンテナ輸送と航
空輸送の総費用を求めたものが、図 5-2-11 である。 

































輸送費用 価格下落費用 在庫費用 総費用[万円/m3]
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定しており、モデル式に代入する各種パラメータは表 5-2-3 のとおりとする。式 3-5-1
に表 5-2-3 のパラメータを代入し、海上コンテナ輸送と航空輸送の総費用を求めたも
のが、図 5-2-12 である。 







表 5-2-3 使用したパラメータ一覧  
 
 



























輸送費用 価値低減費用 在庫費用 総費用[万円/m3]
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5.2.5 東京を発地とした世界主要 7 都市向けの物流費用構造の考察  









輸送モード i と j の物流総費用が等しくなる、TC i=TC j の条件に式 3-5-1 を代入す
ると、両輸送モードの総費用が等しくなる境界線（本研究では，総費用同額曲線と称
する）が導出される。そこで、TC i=TC j と式 (1)を用いて、販売価格 PR について解くと、
以下の式 5-2-1 を得る。 
 



































 式 5-2-1   
 
 
（2） 総費用同額曲線における各変数間の関係  
 両輸送モード選択の重要な要因である販売価格 PR について、その決定に大きな影
響を与える変数を検討する。式 5-2-1 の各変数に着目し、式内の変数を X，Y，Z にま
とめると、式 5-2-2 のようになる。なお、変数 X と Y，Z 間は乗除関係にあるので、PR へ
の影響度について、大小関係を判断することはできない。しかし X 内の各パラメータは
加減関係にあるので、PR への影響度について、その影響の大きさを判別することが可









  式 5-2-2 
 
次に，式 (5-2-2)に表 5-2-1 のパラメータを代入すると，式 5-2-3 を得る。 
 






































ここで、式 5-2-2 の変数 X，Y，Z と式 5-2-3 の数値を対応させて，X，Y，Z を数値で
表すと、式 5-2-4～式 5-2-6 となる。 
 
   










Y  式 5-2-5 
 

















  式 5-2-6 
 




式 5-2-5の Y は金利（INT）と価格下落率（ATR）の加算式であるが、価格下落率は
金利よりも 30 倍程度大きく、物流費用を大きく左右する要因であることが分かる。 
輸送日数の差分（TRA-TRS）と輸送頻度の差分（1/FRA-1/FRS）の加算式である Z










（3） 総費用同額曲線に大きな影響を与える３変数の感度分析  
ここでは、東京を発地とし、世界 7 主要都市向けの航空輸送と海上輸送のモード選
択の特徴を考察する。そこで、販売価格を目的変数とし、3 変数から１変数を順次選
択し、その他変数は表 5-2-3 および表 5-2-4 の値を式 5-2-1 に代入し、全 7 都市に
ついて販売価格との関係を分析した。また、表 5-2-4の海上輸送費と輸送日数は、表
5-2-2 と同様に OOCL JAPAN3 )のデータを、航空輸送費と輸送日数は CARGO 
TARIFF4)の数値を使用した。なお，メルボルンとバンクーバー，ニューヨークの海上輸
送費は非公開のため、一律に 0.5 万円と仮定した。 
 








海上 0.4 24 1
航空 30.7 1 5
海上 0.7 20 1
航空 32.2 1 5
海上 0.4 9 1
航空 16.5 1 5
海上 0.4 4 1
航空 10.4 1 5
海上 0.5 19 1
航空 21.2 1 5
海上 0.5 21 1
航空 18.0 1 5
海上 0.5 26 1










1） 販売価格と価格下落率の関係  
東京から海外主要 7 都市間の販売価格 (PR)と価格下落率 (ATR)との関係は、ロン
ドンを例にとると式 5-2-7 のようになる。 
 















































 式 5-2-7  
 
















































2） 販売価格が異なる各家電製品の適切な国際輸送モードの選択  
3章 5節 2項の分析結果から、本分析の対象とする電機製品の平均的な価格下落




り 300 万円以下の商品は，液晶 TV とプリンター，デスクトップ PC が該当し、これらは
海上輸送が適切である。次に 300 万円から 700 万円の商品は、DVD レコーダーとノー
ト PC が該当し、これらは距離により海上輸送と航空輸送を使い分けすることが適切と





3） 販売価格と輸送日数差の関係  
東京から海外主要 7 都市間の販売価格と輸送日数差との関係を、1)と同様の手法


















































図 5-2-15 販売価格と輸送費用差と輸送日数差による輸送モードの選択領域  
 




率 (ATR)と比べて金利 (INT)は輸送モード選択に大きな影響を与えないといえる。 
 














































































図 3-6-1 消費国内の２次在庫拠点の選定フロー（再掲） 
 
 
図 3-3-1 海外の生産拠点から国内配送先までの物流ネットワーク（再掲） 
③国際輸送 ⑥配送①1次在庫拠点 配送先④輸送②輸送 ⑤２次在庫拠点
112 
 






(1) 本節にて使用するケーススタディーデータ概要   





















配送先数 配送物量 平均物量 配送先数 配送物量 平均物量
（ｍ３） （ｍ３/軒） （ｍ３） （ｍ３/軒）
東京都 822 448.5 0.55 13 378.0 29.07
神奈川県 471 277.1 0.59 12 295.6 24.63
千葉県 324 150.9 0.47 8 248.9 31.11
埼玉県 502 303.2 0.60 3 140.2 46.74
茨城県 193 95.1 0.49 2 63.8 31.89




図 5-3-1 2 支店と各配送先の位置 
 
(2) 拠点配置数を検討するシナリオの設定  





































































































配送費用 ( Cd )＝基本庸車費用 ( Cl ) ＋高速道路相当料金 ( Hp )  










),(   式 5-3-2 
cf i(k) ：ルート i における車種 k の基本傭車費用（19,800 円/台） 
（すべて 2t 車と仮定し、A 大手電機メーカーからのヒアリングにより）  








   式 5-3-3 
idh ：ルート i の高速道路の走行距離  
















)1,(   式 5-3-5 
id ：ルート i の走行距離、 Fd ：基本距離（120km）、 vd ：距離増し単価（75 円/km） 



















)1,(   式 5-3-7 
it ：ルート i の走行時間、 Ft ：基本時間（9 時間）、 vt ：時間単価（2,000 円/時間） 
)1,( jjtf i ：配送先 j と配送先 j+1 間の走行時間および荷捌き時間  
 



























(5) 本分析で使用する最適化手法の解説  
1) セービング法の概要  
セービング法とは、容量、割当、順回路の三制約を満足しながら配送経路を改善す

































(6) 各シナリオの算出結果   
 各シナリオのシミュレーション結果を、以下に示した。  
 











図 5-3-4 現状再現案における配送ルートのシミュレーション結果 
 
表 5-3-2 現状再現案のシミュレーション結果の各指標 
 
 
店舗数 ルート数 輸送物量 走行距離 稼働時間 平均距離 平均時間 平均
(m3) (km) (分) (km) (分) 配送店舗数
柏支店 1,041 151 574.0 14,334 29,608 94.9 196.1 7
川崎支店 725 95 404.5 12,784 22,989 134.6 242.0 8
合計 1,766 246 978.5 27,118 52,596 110.2 213.8 8
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図 5-3-5 ルート再設計案における配送ルートのシミュレーション結果 
 
表 5-3-3 ルート再設計案のシミュレーション結果の各指標 
 
  
店舗数 ルート数 輸送物量 走行距離 稼働時間 平均距離 平均時間 平均
(m3) (km) (分) (km) (分) 配送店舗数
柏支店 1,159 79 692.0 8,947.7 28,062.9 113.3 355.2 15
川崎支店 1,116 71 575.3 5,858.7 23,259.4 82.5 327.6 16
合計 2,275 150 1,267.3 14,806.4 51,322.3 98.7 342.1 15
120 
 







図 5-3-6 拠点統合案における配送ルートのシミュレーション結果 
 




店舗数 ルート数 輸送物量 走行距離 稼働時間 平均距離 平均時間 平均
(m3) (km) (分) (km) (分) 配送店舗数
柏支店 2,275 145 1,267.2 18,454.8 56,124.0 127.3 387.1 16
121 
 
4) 拠点再配置案  













































(7) 各シナリオのコスト算出結果の検討   










大手電機メーカーでは家電製品を 2 ヵ所の在庫拠点に、各 6,000坪の合計約 12,000
坪に保管していた。統計的規模の経済により 2 拠点と 1 拠点に統合した場合は、 
 
12,000 ×  1−  
1
 2
  = 3,515 式 5-3-8 
 
となり、約 3,500 坪の在庫の集約効果がある。首都圏内の坪単価は 3,500 円を下回る
ことはないので、その金銭的な集約効果は最低でも約 1,200 万円となる。ゆえに、配送




以上の考察より、首都圏内の 1 都 3 県に広く点在する約 2,000 件に配送する場合
は、1 拠点からの配送がもっとも安価となることが明らかとなった。  
  
 
図 5-3-8 各シナリオの比較 
  
132,000 77,370 81,671 73,596 72,527 72,004
42,000









































（1） 首都圏エリアに着目した国内配送実態の概要  
ケーススタディーとして使用する配送実績データの概要は表 5-3-5 のとおりである。
対象期間である 2006 年 4 月 1 日～同年 6 月 30 日までの総配送量は 166,604 m3、
総配送軒数は 216,388 軒であった。 
図 5-3-9 は、首都圏 1 都 6 県への県別の配送物量によるシェアを示しており、ほぼ
人口に比例したものとなっていた。ただし、人口シェアと比較して、栃木県のシェアが高
いが、これは大手家庭電器量販店の物流センターへ大量に配送しているためである。






表 5-3-5 国内配送データ概要 
 























図 5-3-10 週ごとの配送物量の推移 
 
(2) 拠点候補地の選定  
首都圏内の配送先に向けて、配送コストと保管コストの合計が最小となる拠点立地
場所を選定するため、まずはその候補地として、国道 16 号線および環状 8 号線 ,環状
7 号線の沿線から、図 5-3-11 のように 10 地点を選定した。 
 
 
































県はともに坪あたり 3,000 円台であるが、東京都と神奈川県は坪あたり 5,000 円台と





表 5-3-6 拠点立地の候補地および想定保管コスト 
 
 









平均配送物量に近い 4 月 12 日 (水）と、最も配送物量の多い 6 月 28 日 (水 )の２日間
を選んだ。この２日間の実績データにより、拠点候補地である 10 地点について、合計
20 の配送案を作成した。なお、荷下ろし物量が 8 ㎥以下の配送先は、2ｔ車および 4ｔ
車 ,10t 車のどの車種でも配送が可能であり、車両数削減の観点から、より大型の車種
の使用が好ましいと思われた。しかし、配送先周辺道路の道幅や高さ制限によって、





埼玉県 ④越谷市 3,890 46,680
埼玉県 ③久喜市 3,740 44,880
埼玉県 ⑤川越市 3,740 44,880
千葉県 ②柏市 3,660 43,920
千葉県 ①千葉市美浜区 3,570 42,840
東京都 ⑥足立区 5,860 70,320
東京都 ⑧府中市 5,650 67,800
東京都 ⑦江戸川区 5,860 70,320
神奈川県 ⑨川崎市川崎区 5,480 65,760
神奈川県 ⑩横浜市瀬谷区 7,590 91,080
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表 5-3-7 配送シミュレータの設定パラメータ 
  
 
表 5-3-8 4 月 12 日と 6 月 28 日の配送実績  
 
 
 (5) 各拠点におけるコスト最小配送案の算出結果  
各拠点の最小配送コストの算出結果は、表 5-3-9，図 5-3-12,図 5-3-13のようにな








































茨城県 110 36.7 121 41.7
栃木県 94 200.4 107 1,264.8
群馬県 109 39.3 114 93.5
埼玉県 346 290.8 359 521.5
千葉県 319 245.4 317 840.6
東京都 731 427.9 793 1,270.5
神奈川県 380 301.2 413 415.1
































































表 5-3-9 4 月 12 日の各拠点候補地のコスト最小案の算出結果（詳細）  
 
合計（延数） 10t 4t 2t 合計 10t 4t 2t 10t 4t 2t
⑥足立区 1249:37 17,558 116(133) 15 6 95 2,618,980 421,410 144,930 2,052,640 90% 82% 74%
④越谷市 1246:49 18,667 117(131) 16 6 95 2,639,920 444,500 137,220 2,058,200 90% 82% 76%
⑦江戸川区 1252:25 18,127 116(128) 15 7 94 2,667,180 438,240 162,890 2,066,050 90% 82% 78%
⑧府中市 1294:59 19,323 119(129) 16 7 96 2,760,320 468,980 164,260 2,127,080 90% 82% 78%
②柏市 1292:05 20,215 119(131) 17 7 95 2,764,960 472,630 152,810 2,139,520 90% 82% 76%
⑤川越市 1298:18 20,067 119(130) 18 6 95 2,766,540 486,810 141,760 2,137,970 90% 82% 77%
③久喜市 1337:57 21,257 120(129) 19 6 95 2,883,950 527,720 141,560 2,214,670 90% 82% 77%
⑨川崎市
  川崎区
1342:48 19,736 121(130) 17 8 96 2,895,830 502,870 194,640 2,198,320 90% 82% 76%
①千葉市
  美浜区
1382:26 22,519 122（128） 19 8 95 3,002,740 538,700 191,360 2,272,680 90% 82% 78%
⑩横浜市
  瀬谷区









図 5-3-12 4 月 12 日のシミュレーション結果による配送先の分布図  
 
 

























(6) 柏市の配送案詳細  
配送案の詳細を把握するために、柏市の算出結果を例題とし、表 5-3-10 にその数
値をまとめた。また、図 5-3-14 は各項目における車種ごとのシェアを表しており、配送
軒数は 2t 車が圧倒的に多く、4t と 10t は尐ないが、積載物量になると 10t 車が過半
数となっていた。各項目の車種別シェアを考察すると、2t 車は店舗向けの面的な配送







図 5-3-14 柏市の算出結果の概要  
 
  








表 5-3-10 4 月 12 日の柏市のコスト最小配送案の概要  
 
車種
１車平均 合計 １車平均 合計 １車平均 合計 1車平均 合計 1車平均 合計
2t 95 11:04 1052:35 177 16,780 6.4 605.3 22 2,070 24,773 2,353,472
4t 7 9:34 66:58 156 1,093 21.2 148.5 2 12 24,013 168,091
10t 17 10:05 171:36 138 2,342 46.4 788.9 1 22 30,582 519,893






(7) 拠点立地場所の選定  
 表 5-3-6 の保管コストと、表 5-3-9 の配送コストを合計し、4 月 12 日の各拠点にお
















図 5-3-15 4 月 12 日のコスト試算結果  
 

























2006 年 4 月 1 日から 6 月 30 日までの総輸入物量である 193,791m3（7,361TEU）（表
5-3-5）に対するコストを A 社よりヒアリングし、A 社の 3 ヶ月間の稼働日である 71 日間
の日平均によりもとめた。なお、国内の在庫拠点には国内生産拠点からも製品が入荷
されるが、本研究では海外生産品に着目しているため、この国内生産拠点から国内在








































5.3.4 コスト以外の要因が拠点立地の選定に与える影響  
(1) 道路走行速度が低下した場合の拠点立地の変化  
 本節では、交通施設のサービスレベルの変化が企業の拠点立地に与える影響を考




































ころ、図 5-3-20 のような順位となった。 
 
E = V × 0.28 × D × 173 × 1 ÷ 1,000,000  式 5-3-9 



















































5-4-2）。両者の時間差は約 30 分であり、①と同様に、使用に耐えうると判断できる。 
 
表 5-4-1 シミュレータ案と実走の所要時間差の検証  
 
 
表 5-4-2 実走と実走データをシミュレートした場合の所要 時間差の検証  
 
支店出発時間 支店到着時間
A車 シミュレーター 9:00 14:00
実走 9:00 12:50
B車 シミュレーター 9:00 15:50
実走 9:00 15:20
最初店舗到着時間 最終店舗到着時間
C車 実走 8:05 10:10
シミュレーター 8:05 9:41









図 3-7-1 配送ルート設計手順（再掲） 
 
（１）配送ルート設計モデルのルート設計手順  









3-7-3）。なお、平均値μ を 7ｍ３とすると、標準偏差σ はこの１/２であるから 3.5ｍ３と
なり、最大積載量である 10ｍ３を超える確率は、 
Z＝（X-μ）/σ ＝（10-7）/3.5＝0.86 式 5-4-1 










図 3-7-2 配送先のプロット（再掲）     図 3-7-3 配送先のグルーピング（再掲）  
 





図 3-7-4 配送順序送の決定（再掲） 
 


































図 5-4-1 検証シミュレーションの内容  
 
表 5-4-3 シミュレート結果一覧  
 
 























時間指定 １日目 ２日目 ３日目 想定到着時間
A店 10:30 10:30 10:30 10:30
B店 10:45 10:44 10:47
C店 10:59 11:06 11:00





I店 13:10 13:22 13:09 13:00
J店 13:33
K店 13:21 13:16
L店 14:00～14:30 14:00 14:00 14:00 14:00
M店 14:19
N店 14:23
O店 14:42 14:34 14:19 14:30
P店 14:49
Q店 15:14
R店 14:55 14:49 15:30 15:00
S店 15:30～16:00 15:30 15:30 16:00 15:30
既存台数 削減台数 削減率
A支店 101 36 36%
B支店 79 26 33%
C支店 17 5 29%
D支店 4 2 50%
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「第 1 章  序論」では、本研究の背景と目的を述べた。次に、既存研究のレビューに
より、本研究の位置づけを定め、本研究の新規性と有用性を明らかにした。  
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